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１．はじめに 

 2018 年の我が国の交通事故死者数は 3,532 人であ

り、その中で歩行者は 1,258 人で 36%を占め、その割

合は近年高まる傾向にある(1)。歩行者の事故では頭部

に傷害を受け死亡する事例が最も多いことから、我が

国では、乗用車に衝突された際の歩行者頭部を保護す

るための技術基準が、ボンネットを対象として 2005
年に導入された。一方､トラックを含む貨物車につい

ては、乗用車派生の車両を除き、歩行者頭部保護を目

的とした技術基準は存在しない。センサーで予め歩行

者を検知し、事故時の車両衝突速度を低減させる歩行

者検知型被害軽減装置の装着は、歩行者死亡事故減少

への有効な対策技術の一つであると考えられる。こう

した装置により車両衝突速度が低下すれば死亡率が

大きく低減すると考えられる。 
 本研究では、そのような装置による車両の衝突速度

低減時における、歩行者の被害軽減効果を明確にする

ことを目的とし、貨物車を含む車両の衝突速度と歩行

者重傷率・死亡率との関係を交通事故実態に基づき分

析したので、以下に知見を述べる。ここでは、公益財

団法人交通事故総合分析センター所有のマクロデー

タ及びミクロデータを使用した。 
２．マクロデータを用いた車両走行速度による重傷

率・死亡率の算出 
 2000～2013 年（14 年間）のマクロ事故データを使

用した。交通事故における車両の各走行速度帯におけ

る歩行者の重傷率・死亡率を求めた。尚、本研究の重

傷率は、軽傷者数、重傷者数の中で重傷者数の占める

割合、死亡率は、軽傷者数、重傷者数、死者数の中で

死者数の占める割合とした。 
 車両種類は、貨物車に加えセダンも分析対象とし

た。ここでは(a) 車両総重量 11t 以上貨物車（大型貨

物車と呼称）、(b) 5t～11t 未満貨物車（中型貨物車と呼

称）、(c) 軽自動車及び1Box車を除く5t未満貨物車（小

型貨物車と呼称）、(d) 1Box タイプの 3t 未満貨物車

（1Box 車と呼称）、(e) セダン（軽自動車、ミニカー除

く）の 5 車種を対象とした。マクロデータを用いて求

めた車両走行速度と重傷率・死亡率との関係をそれぞ

れ図 1 に示す。車両走行速度の増加に伴い、歩行者の

重傷率・死亡率は増加する傾向であった。 
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図 1 車両走行速度と重傷率、死亡率との関係 

 
特に、大型貨物車の場合、重傷率は車両走行速度

50 km/h 以下において、死亡率は車両走行速度 30 km/h
以下において、他の車種と比べ高い傾向を示した。こ

のように、大型車との衝突では、車両走行速度が低い

場合においても他の車種と比べ重傷率、死亡率が高か

った。 

３．ミクロデータを用いた車両走行速度と車両衝突速

度との関係式の算出 
 実際の交通事故では、運転者が危険を認知しブレー

キをかけることで、速度が低減した状態で歩行者に衝

突することが予測される。その時の車両の速度を車両

衝突速度と呼称する。ミクロデータでは、車両走行速

度だけでなく、マクロデータには存在しない車両衝突

速度を有する。そこで本稿では、1993 年から 2013 年

（21 年間）までの歩行者が関与したミクロデータを使

用し、車両走行速度と車両衝突速度との関係を算出し

た。 ここでは(a)～(d)を合算して貨物車とし、車両走

行速度と車両衝突速度との関係を算出した。貨物車及

びセダンにおける傷害程度別の車両走行速度と車両
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衝突速度との関係を図 2 に示す。車両走行速度と車両

衝突速度の分布を直線近似した際の近似直線式を図

中に表示した。貨物車の場合、死亡（0.87）の回帰係

数は重傷（0.81）の回帰係数より大きい数値を示した。

このことから、死亡事故の場合、車両衝突速度はマク

ロデータの車両走行速度の 0.87 倍であり、重傷事故の

場合はマクロデータの車両走行速度の 0.81 倍である

と推定された。 
 セダンにおいても死亡（0.94）の回帰係数は重傷

（0.85）の回帰係数より大きかったことから、車両はほ

とんど減速せずに歩行者へ衝突し、その結果、歩行者

が死亡に至ったと推察される。従って、死亡事故の場

合、車両衝突速度はマクロデータの車両走行速度の

0.94 倍、重傷事故の場合にはマクロデータの車両走行

速度の 0.85 倍であると推定された。 
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図 2 車両走行速度と車両衝突速度との関係 
 

４．車両衝突速度毎の重傷率・死亡率の算出 
 2 章で求めた車両走行速度と重傷率・死亡率との関

係に、3 章で求めた回帰係数を適用し、車両衝突速度

毎の歩行者の重傷率・死亡率を車種別に算出した。大

型貨物車、中型貨物車、小型貨物車、1Box 車の 4 車

種については、3 章で貨物車として求めた回帰係数（重

傷率を算出する場合は 0.81、死亡率を算出する場合は

0.87）を 2 章で求めた車両走行速度に適用し、車両衝

突速度毎の歩行者の重傷率・死亡率を算出した。同様

に、セダンに関しては 3 章で求めた回帰係数（重傷率

を算出する場合は0.85、死亡率を算出する場合は0.94）
を 2 章で求めた車両走行速度に適用し、車両衝突速度

毎の歩行者の重傷率・死亡率を算出した。 
 算出した車両衝突速度と歩行者の重傷率・死亡率と

の関係を図 3 に示す。歩行者の重傷率が 20%以下の車

両衝突速度に着目する。小型貨物車、1Box 車、セダ

ンが 20 km/h 以下、中型貨物車が 10 km/h 以下の場合、

歩行者の重傷率は 20%以下となった。さらに、歩行者

の死亡率が 5%以下の車両衝突速度に着目する。小型

貨物車、1Box 車、セダンが 30 km/h 以下、中型貨物車

が 20 km/h 以下の場合、死亡率は 5%以下となった。

尚､大型貨物車は 10 km/h 以下の場合でも死亡率は

10%と高くなった。このように歩行者の重傷率・死亡

率は、車種により異なる傾向を示すことが明らかとな

った。 
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図 3 車両衝突速度と重傷率、死亡率との関係 

 

５．おわりに 
 交通事故状況を基に大型貨物車、中型貨物車、小型

貨物車、1Box 車、セダンを対象として、車両衝突速

度が減少した場合の歩行者の被害状況を分析した。そ

の結果、車両衝突速度の低減が重症率・死亡率の低減

に与える効果は大きいことがわかった。将来、車両衝

突速度を減少させる機能が適切に作動可能な歩行者

検知型被害軽減装置がトラックを含む各種車両に適

用された場合、交通事故における歩行者の死傷者数の

大幅な削減が期待される。 
 尚、本研究は、株式会社いすゞ中央研究所からの助

成を得て実施したものである。記して謝意を表する。 
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